第 1 号様式
　　年　　月　　日


説 明 会 参 加 申 込 書


池田町長　竹中　誉　様

（申請者） 　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
名 称 　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　

㊞
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　


　　年　　月　　日付で公表がありました「池田町まちづくり工房指定管理者の募集」に関して説明会参加申込書を提出致します。








（連絡先・担当者）
所　　属
担当者名
電話番号
ＦＡＸ
Ｅ－meil


第 2 号様式
　　年　　月　　日


指 定 管 理 者 申 請 書


池田町長　竹中　誉　様

（申請者） 　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
名 称 　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　

㊞
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　


[bookmark: _GoBack]令和７年１１月４日付で公表がありました「池田町まちづくり工房指定管理者の募集」に関して指定管理者申請書を提出致します。





（連絡先・担当者）
所　　属
担当者名
電話番号
ＦＡＸ
Ｅ－meil

添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チェック
　履歴事項全部証明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□
　印鑑証明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□
　国税、都道府県民税、市区町村民税等の滞納がないことを証明する書類  　　　　□
第 3 号　-1様式
団体の概要書
	項　　　目
	内　　　　　　　　容

	団体名称 (ふりがな)
	

	所在地（住所）
	

	代表者職氏名
	

	役員氏名等

	下記の通り



	役　職　名
	ふ り が な
氏　　名
	生年月日
	性別
	住　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※必要な場合行を追加してください。

第 3 号　-2様式
	設立年月日
	年　　　月　　　日

	資本金（千円）
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	

従業員数
	従業員総数
	　　　　　　　人

	
	有資格者　等
	資格の種類
	人数

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	業務内容
	

	類似施設の運営実績

	

	団体概要


	


詳細な資料があれば添付する。（企業パンフレット、運営施設の資料など）

	
	決算年次
	　　年度
	　　年度
	　　年度

	
財政状況（過去3年間について記入して下さい）
	資産総額
	
	
	

	
	売上高
	
	
	

	
	経常利益
	
	
	

	
	当期利益
	
	
	

	
	経営収支比率
	
	
	

	
	
	経常収益
	
	
	

	
	
	経常費用
	
	
	


※経営収支比率＝経常収益（営業収益+営業外収益）÷経常費用（営業費用+営業外費用）×100
第 4 号様式
　　年　　月　　日

申請資格に関する申立書

池田町長　竹中　誉　様

（申請者） 　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
名 称 　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　

㊞
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　


　　年　　月　　日付で公表がありました「池田町まちづくり工房指定管理者の募集」に関して申請資格の申し立てします。

以下の事項への該当項目の有無 

1）法律行為を行う能力を有しない者　　　有・無
2）破産者で復権を有しない者　　　有・無
3）暴力団、暴力団員の関係のある者　　　有・無
4）禁固刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、またはその刑執行を受けることがなくなった日から2年を経過しない者　　　有・無
5）団体及び共同事業体の代表者が国税及び地方税等を滞納している者　　　有・無
   ※国税、都道府県民税、市区町村民税等の滞納がないことを証明する書類を添付すること。









第 5号様式
施　設　維　持　管　理　計　画　書
	※施設維持管理計画書は、主に建物の維持管理に関するアピールポイントを記入していただくもので、Ａ4　2枚以内にまとめてください。
　文章の他、パース・図等を用いてもかまいません。
内容）施設の維持管理（清掃管理・保守管理等）　等

　　




















第 6号様式
利用者サービスの向上・地域連携策計画書
	※利用者サービスの向上策及び地域連携策についてアピールポイントをＡ4　２枚以内にまとめてください。文章の他、パース・図等を用いてもかまいません。
内容）利用者サービスの向上策
　　　・利用者の増加を図るための具体策
　　　・誰もが利用しやすい利便性と平等性の確保
　　　・施設の魅力を高めるための効果　等
地域連携策
・地域の産業振興を図る提案
　　　・地域との連携についての取組、地域の声を反映させる柔軟な運営管理計画
　・地域連携を進めるための貴社の役割　等












第 7号様式
運　営　管　理　計　画　書　1
	1） 組織体制

	職種
	人数
	雇用
	業務内容

	まちづくりコーディネーター
	1
	常勤
	運営管理の総括責任者

	
	1
	非常勤
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


仮


2）勤務体制
　常時　人以上の人員が在勤するようにシフトを組んでいます。
21：00
18：00
15：00
12：00
9：00

早番

遅番




利用料区分







3）休業日
　

4）スタッフの採用条件
　　a.
    b
c.
    d.
    e.






運　営　管　理　計　画　書　2
	※その他の運営管理についてアピールポイントをＡ4　１枚にまとめてください。
　文章の他、パース・図等を用いてもかまいません。
内容）責任体制
個人情報保護
　　  コンプライアンス
　  　情報防止の為の対策
　  　研修による職員教育
　  　事故防止及び発生した場合の対応　　　等




第 8号様式
収支計画書及び納付金提案書
(1)支出
	項　目　区　分
	支　出　額
（単位：円/年）
	支　出　内　容

	人件費

	基本給
	
	

	諸手当
	
	

	
	
	

	事務経費

	旅費
	
	

	消耗品費
	
	

	燃料費
	
	

	食糧費
	
	

	印刷製本費
	
	

	光熱水費
	
	

	修繕料・維持補修費
	
	

	通信運搬費
	
	

	広告料
	
	

	手数料
	
	

	保険料
	
	

	
	
	

	委託費

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	その他必要経費

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


※1.消費税率は8％として含んで計算すること
　2.提案する内容により適宜項目を追加すること。
(2)収入
	項　目　区　分
	支　出　額
（単位：円/年）
	収　入　内　容

	集会室利用料金
	
	

	イベント収入
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	




（3）収支差引（単位：円/年）
	支出合計
	

	収入合計
	

	差　　引（利益）
	


　　　　　　　　　　　　　　　
（4）納付金の提案
　　例)　・利益の○○％を納付。
・定額○○円を納付。
　　　　・定額○○円に加え利益の○○％　等


（5）経費削減のための取組
（第５号及び第６号様式で提案した以外の提案があれば記入をお願いします。）



（6）収入を増加させるための取組
（第５号及び第６号様式で提案した以外の提案があれば記入をお願いします。）


※収支計画書は任意様式とし、指定管理応募者の説明しやすいものとしても良い。
第 9 号様式
　　年　　月　　日

共同事業体構成員届出書

池田町長　竹中　誉　様
（申請者） 　　　　　　　　　　　　　　　
共同事業体名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
名 称 　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　年　　月　　日付で公表がありました「池田町まちづくり工房指定管理者の募集」に関して共同事業体を結成し、下記事項に関する権限を代表者に委任して申請します。
なお、指定管理者に指定された場合は、各構成団体は池田町まちづくり工房の指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴う当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。
	共同事業体名
	

	共同事業体
事務所所在地
	

	共同事業体の
代表者受任者
（受任者）
	<代表団体>
所在地
商号又は名称代表者印

代表者の氏名

	
代表者への
委任事項

	（例）１指定管理者の指定の申請に関する件
２協定締結に関する件
３経費の請求受領に関する件
４契約に関する件

	共同事業体の
代表者受任者
（委任者）
	<代表団体>
商号又は名称
代表者の氏名

	共同事業体の
代表者受任者
（委任者）
	<代表団体>
所在地
商号又は名称代表者印

代表者の氏名


※共同事業体の数が3者を超える場合は、この様式に準じて様式を作成して下さい。

共同事業体の構成

[代表団体　担当者の連絡先]
	商号又は名称
	

	団体の役割
	

	担当者　部署・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	



[構成団体　担当者の連絡先]
	商号又は名称
	

	団体の役割
	

	担当者　部署・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	



[構成団体　担当者の連絡先]
	商号又は名称
	

	団体の役割
	

	担当者　部署・氏名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	


※共同事業体の数が3者を超える場合は、この様式に準じて様式を作成して下さい。





第 10 号様式
共同事業体協定書（案）

（目的）
第１条 当共同事業体は、池田町まちづくり工房（以下「当該施設」という。）の管理運営業務（以下「当該業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第２条 当共同事業体は、　　　　　　　共同事業体（以下「事業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条 当事業体は、事務所を池田町内に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条 当事業体は、　　　　年　　月　　日に成立し、当該業務の協定期間の満了後３箇月を経過するまでの間は、解散することができない。
２ 当該施設の指定管理者となることができなかったときは、当事業体は、前項の規定にかかわらず、当該業務に係る協定が締結された日に解散するものとする。
（構成員の所在地及び名称）
第５条 当事業体の構成員は、次のとおりとする。

所 在 地
団 体 名
代 表 者

所 在 地
団 体 名
代 表 者

所 在 地
団 体 名
代 表 者

（代表者の名称）
第６条 当事業体は、　　　　　　　　　　（団体名）を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条 当事業体の代表者は、当該業務の履行に関し、当事業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、池田町と折衝する権限並びに当該業務に係る申請書の提出、指定管理者制度に係る管理運営に関する協定の締結、指定管理料の請求、受領及び当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（運営委員会）
第８条 当事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに当該業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、第三者への委託の決定その他の当事業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、当該業務の履行に当るものとする。
（構成員の責任等）
第９条 各構成員は、当該業務の履行及び下請契約その他業務の履行に伴い当事業体が負担する債務の履行に関し、共同連帯して責任を負うものとする。
２ 当該業務の履行に係る各構成員の業務分担及び出資金並びに出資割合については、別表のとおりとする。
３ 前項に基づく別表は、池田町長及び構成員全員の承認がなければ、協定締結後に変更することはできない。
（取引金融機関）
第１０条 当事業体の取引は、共同事業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１１条 当事業体は、業務の履行の年度又は完了ごとに当該業務について決算するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１２条 本協定書に基づく権利義務は他に譲渡することはできない。
（業務途中における構成員の脱退に対する措置）
第１３条 構成員は、池田町長及び構成員全員の承認がなければ、当事業体が当該施設を管理運営する期間が満了する日までは脱退することができない。
２ 構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、池田町長の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。
（構成員の除名）
第１４条 当事業体は、構成員のうちいずれかにおいて、当該業務履行中に重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由が生じた場合には、他の構成員全員及び池田町長の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項を準用するものとする。
（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第１５条 構成員のうちいずれかが当該業務履行途中において破産又は解散した場合は、第１３条第２項を準用するものとする。
（代表者の変更）
第１６条 代表者が脱退若しくは除名された場合又は代表者としての責務が果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び池田町長の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
（構成員の加入）
第１７条 前２条の規定による構成員の破産又は解散及び脱退、除名により残存構成員のみでは適正な業務の履行の確保が困難なときは、第１３条第２項の規定にかかわらず残存構成員全員及び池田町長の承認を得て、新たな構成員を当事業体に加入させることができる。
（解散後の瑕疵に対する構成員の責任）
第１８条 当事業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。


上記のとおり　　　　　　共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書を作成し、各構成員が記名押印して各自所持するとともに、１通を池田町長に提出するものとする。


　　年　　月　　日

所 在 地
団 体 名
代 表 者　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印


所 在 地
団 体 名
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印


所 在 地
団 体 名
代 表 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印






別 表

　　　　　共同事業体責任分担表

	構成員名（団体名）
	業務分担
	出資金・出資比率

	（代表者）
　　　　　　株式会社
	１　　　の管理に関すること
２　　　の運営に関すること
	　　　　　　円
（　　．　％）

	（代表者）
　　　　　　株式会社
	１　　　の管理に関すること
２　　　の運営に関すること
	　　　　　　円
（　　．　％）

	（代表者）
　　　　　　株式会社
	１　　　の管理に関すること
２　　　の運営に関すること
	　　　　　　円
（　　．　％）



注１　上記「業務分担」については、協定締結時点で想定する業務分担の内容について、具体的かつ詳細に記述すること。
注２　本協定書第９条第３項の定めるところにより、上記責任分担表は、池田町長及び構成員全員の承認がなければ、協定締結後に変更することはできない。











第 11 号様式
指定管理者指定申請取消届

 　年　 月 　日
池田町長 竹中　誉 　様

（申請者）住所(所在地)
団　　体　　名

代　表　者　名　　　　　　　　　　　　 ㊞


　　年　　月　　日付で指定管理者申請書を提出いたしましたが、次の理由により取下げいたします。


理　由
